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第１章 はじめに 

 

１ これまでの取組み 

当組合では、平成２８年度から３０年度を第１期、令和元年度から４年度を第２期、

令和５年度から７年度を第３期として、「久留米広域市町村圏事務組合特定事業主行

動計画」を策定し、職員の次世代育成、ワーク・ライフ・バランスの推進、女性の職

業生活における活躍の推進を目的に、取組みを進めてきました。 

 

 (1) 次世代育成支援対策 

    平成１５年７月、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成され

る社会の形成に資することを目的として、「次世代育成支援対策推進法」（平成  

１５年法律第１２０号。以下「次世代法」という。）が制定されました。 

同法では、国及び地方公共団体を「特定事業主」とし、一事業主としての立場

から、職員の子どもたちの健やかな育成のための計画（特定事業主行動計画）を

策定することを求めています。 

    平成２６年４月には「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世

代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第２８号）が制

定され、１０年間の時限立法であった次世代法の有効期限が令和７年３月まで延

長されました。 

このような中、国は少子化、人口減少を食い止めるため、「共働き・共育て」

が当たり前となる社会及び結婚や子育てを希望する誰もが笑顔で暮らせる社会の

実現に向け、政策強化の基本的方向を取りまとめた「こども未来戦略」を策定す

るとともに、次世代育成支援対策を強化するため、令和６年５月に「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支

援対策推進法の一部を改正する法律」（令和６年法律第４２号）を制定し、次世

代法の有効期限を令和７年４月から令和１７年３月までの１０年間、再延長しま

した。 

 

 (2) 女性の職業生活における活躍の推進 

    平成２７年９月、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性

の個性と能力が十分に発揮され、豊かで活力ある社会の実現を図ることを目的と

して、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成２７年法律第６

４号。以下「女性活躍推進法」という。）が制定されました。（令和８年３月３１

日までの時限立法） 

    同法は、国及び地方公共団体を「特定事業主」とし、一事業主としての立場か

ら、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組みについての計画（特定事

業主行動計画）を策定することを求めています。 



2 

 

    令和７年６月には、女性の職業生活において活躍をさらに推進するという観点

から「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等

に関する法律等の一部を改正する法律」（令和７年法律第６３号。）を制定し、女

性活躍推進法の有効期限を令和９年４月から令和１８年３月までの１０年間、延

長しました。 

 

２ 第３期計画の総括 

  第３期計画は、これまでの計画を引き継ぎ「仕事と家庭の両立」、「女性の個性と能

力が十分に発揮できる環境」などの実現に向けて、具体的な目標及び取組内容等を設

定し、進行管理等を行いながら推進してきました。 

第３期計画における主な成果や課題等については、次のとおりです。 

 

 (1) 次世代育成支援対策について 

項  目 目標数値 
年度別実施状況 

R05 R06 R07 

妻の出産休暇、育児参加休暇取得率 100％ 100％ 96.6％ 98％ 

育児休業取得率 

（取得を希望した職員） 
100％ 100％ 100％ 100％ 

正規職員の時間外勤務時間数縮減 

(R1 実績:113 h) 

R1 比 10％減 

(101.7 h) 

19.4％減 

(91 h) 

30.1％減 

(79 h) 

33.6％減 

(75h) 

年次有給休暇取得率 

毎日勤務者 

10 日以上 
11.1 日 11.6 日 11.5 日 

隔日勤務者 

12 日以上 
14 日 15.5 日 13.6 日 

 

① 令和６年度の妻の出産休暇、育児参加休暇取得率については、９６．６％と

目標値を達成していないが、育児参加休暇は産後１年間取得可能であり、令

和７年度に取得している。 

② 育児休業取得率について、目標数値を達成しており、男性職員の取得希望

者は増加傾向にある。 

③ 正規職員の時間外勤務時間数について、新型コロナウイルス感染症流行終

息に伴い各種行事等も復活しているが、目標数値を達成しており、恒常的な

時間外勤務時間数は減少している。 

④ 年次有給休暇取得率について、目標数値を達成しているが、毎日勤務の職

場で、職員及び部署により、取得日数に偏りが生じている。 
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  また、育児休業や病気休暇等により、取得を制限せざるを得ない状況が生

じる可能性がある。 

 

 (2) 女性の職業生活における活躍の推進について 

項  目 目標数値 
年度別実施状況 

R05 R06 R07 

消防本部の女性消防吏員比率 

≪R8 年度当初までに達成≫ 
5％ 3.2％ 3.1％ 3.4％ 

女性の採用試験受験割合 

≪全受験者に対する女性の割合≫ 
10％以上 7.4％ 6.6％ 8.8％ 

 

 ① 消防本部の女性消防吏員比率について、新規で採用した女性消防吏員数は

増加しているが、離職による影響で、比率はほぼ横ばいである。 

    ② 女性の採用試験受験割合について、以前と比較すると増加傾向にあるが、 

目標数値は達成していない。 

 

３ 第４期計画策定にあたっての考え方 

  第４期計画の策定にあたっては、次の考え方を基本とします。 

 

(1) 前計画の総括等を踏まえ、既存制度の周知徹底や制度を利用しやすい職場環境 

の醸成など、職員の意識改革に重点を置いた取組みを、更に進めることとします。 

 

 (2)  第４期計画の目標と取組等については、国を挙げて取組が進められている働き 

方改革、こども未来戦略や地方公共団体等の動向を踏まえ、必要となる拡充・見直

しや新規設定等を適切に行うこととします。 
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第２章 総論 

 

１ 計画策定の目的 

  本計画では、次世代育成の推進はもとより、高度化、専門化する業務を限られた人

員で遂行する中にあって、職員一人ひとりが、いきいきとやりがいを持ち、また、お

互いの事情を理解し、助け合い、尊重し、感謝の気持ちを持って充実した職業生活と

家庭生活双方を送れる職場環境の形成を目的としています。 

  また、女性の職業生活における活躍の推進のため、女性の個性と能力が十分に発揮

される環境を醸成し、キャリア形成を積極的に推進することで、職業生活と家庭生活

との円滑かつ継続的な両立を可能にすることを目的としています。 

 

２ 計画の位置付け 

  本計画は、次世代法及び女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画として策定し

ます。 

 

３ 計画の対象者 

  本計画は、本組合の常勤職員及び非常勤職員を対象とします。 

 

４ 計画の期間 

  本計画は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までを計画期間とします。 

   （次世代法は令和１７年３月３１日まで、女性活躍推進法は令和１８年３月３１日

までの時限立法となっています。本計画は、両法に基づくそれぞれの計画を一体的

に推進することとします。 

また、社会状況の変化や本組合の取組状況の進展等を踏まえ、目標や取組みの見直

しを適切な期間で行うため、令和８年度から令和１２年度を計画期間とします。） 
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第３章 計画の推進体制 

 

１ 計画の推進組織 

  次のとおり、計画の推進組織と進捗管理手法を整備し、計画を確実に推進します。 

 

  【各組織の役割】 

組  織 役  割 

推進委員会 課題の抽出、改善策の検討 

総括推進管理者 本部全体における取組みの進捗管理 

推進アドバイザー 提案、助言の実施 

推進管理者 本部、署内における取組みの進捗管理 

推 進 員 所属内における取組みの推進 

推進員補助者 推進員の取組みを各担当職域で補助 

作 業 部 会 取組み状況の調査、分析、課題、改善策の検討 

人事研修課 次世代育成、女性活躍に関する全体事業の推進 

 

総括推進管理者（消防次長）

推進委員会

事務局：人事研修課

推進員（所属長）

調査・分析、検討

報告

推進員補助者（課長補佐、主査）

指示

補助

人事研修課

指示

報告作業部会

事務局：人事研修課

進捗管理・指導

推進管理者（消防署長）

推進アドバイザー（総務担当次長）
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２ 計画の進捗管理 

  各組織の役割により、計画(Ｐ)・実行(Ｄ)・評価(Ｃ)・改善(Ａ)を行い、継続的に

取組み内容を改善していき、取組みの実効性の向上、計画の見直しにつなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総括推進管理者 推進管理者 推進員

・計画の見直し ・進捗管理 ・取組みの推進

推進員補助者

・各職域で取組み

推進委員会 推進員

作業部会 ・達成状況等の報告

・課題の抽出 作業部会

・改善策の検討 ・調査、分析

Ｐ （計画） Ｄ （実行）

Ｃ （評価）Ａ （改善）
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第４章 目標と具体的な取組み内容 

 

１ 子育て支援に関する職員の勤務環境の整備に関する事項 

 

 

(1) 次世代法に対する感心を高めるための情報を発信する 

   ① 次世代育成に関わる社会の取組みについての情報発信 

・育児の日メール等を活用し、人事研修課から全職員に情報を発信します。 

 

 (2) 子育て支援に関する各種制度について周知する 

   ① 子育て支援に関する各種制度についての研修の実施 

     ・新規採用職員研修、人材育成プログラム時等に、各種制度についての周知

を行うとともに本計画の推進につながる研修を実施します。 

   ②  子育て支援ハンドブック等を使った休暇制度の周知 

     ・育児の日メール等を活用し、人事研修課から全職員に休暇制度を周知しま

す。 

・人事研修課は、休暇制度の活用事例を記載した子育て支援ハンドブックを 

適宜更新します。 

 

 (3) 不妊治療・出産・子育てに関する休暇を取得しやすい職場環境を整備す  

る 

   ① 業務遂行体制の確立 

     ・推進員、推進員補助者は、所属職員が出産・子育てに関する休暇を取得し

やすいよう、適宜、事務分担を見直します。 

また、休暇取得の申し出があった際には、取得予定者の業務について確認

し、職場全体で業務分担を行います。 

  

 (4) 子が生まれる予定の職員の休暇取得計画を作成する 

   ① 計画的な休暇取得 

     ・推進員、推進員補助者は、子が生まれる予定の職員の休暇取得計画を確認

し、必要に応じてアドバイスを実施し、円滑な休暇取得を実施します。 

   ② 勤務形態の変更 

     ・本人の希望を踏まえ、必要に応じて勤務形態を変更します。 

【目標①】妻の出産休暇、育児参加休暇を 

            取得した男性職員の割合 １００％ 

【目標②】２週間以上の育児休業を取得した 

男性職員の割合  ８５％ 
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 (5) 出産・子育てに関する休暇を取得中の職員が円滑に職場復帰できる方法

について検討する 

   ① 長期休暇取得職員の円滑な職場復帰 

     ・推進員、推進員補助者は時差出勤制度等を説明し、職員の多様な働き方を

支援します。 

 

   ※1 当組合における男性職員の取得実績が少ないため、制度の周知を図るとと

もに、取得促進を図ります。 

   ※2 休暇取得に伴い、人員不足が予想される際には、推進管理者は調整を行い、

署所間及び各課での人員の異動も考慮します。 

 

 

２ 働きやすい職場を作るための取組みに関する事項 

 

 

  (1) 時間外勤務の縮減 

   ① 定時退庁日の取組みの徹底（毎日勤務者） 

     ・推進員、推進員補助者は、所属職員に対し、定時退庁を促します。 

   ② 課内又はチーム内での朝礼、終礼の徹底（毎日勤務者） 

     ・推進員、推進員補助者は、所属職員の業務の進捗状況を把握し、時間外勤 

務の必要性、業務の平準化に取り組みます。 

また、緊急の場合を除き退庁上限時間を設定し、早期退庁を促します。 

 

 (2) 隔日勤務者の適正な労務管理 

   ① 心身の疲労回復、事故防止の観点から適正な労務管理の徹底 

     ・推進員、推進員補助者は、適正な労務管理を徹底するため、業務内容を精 

査し、適宜、見直しを図ります。 

     ・推進員、推進員補助者は、非番での勤務計画に当たり、当該業務の勤務時 

間における実施の可否について検討し、適宜、見直しを図ります。 

 

 (3) 職員の働き方の見直し 

   ① 職員の働き方の見直しと事務の効率化の実践 

     ・推進員、推進員補助者、人事研修課は、業務内容を精査し、職員の働き方 

【目標③】正規職員の時間外勤務時間数 

                令和７年度比 ３％減 

【目標④】正規職員の年次有給休暇平均取得日数 １２日以上 
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の見直しと事務の効率化を図ります。 

     ・職員は、働き方を見直し、事務の効率化に努めることで、住民サービスの 

向上を図ります。 

   ② 業務遂行体制の標準化 

     ・職員は、業務手順を再確認するとともに標準マニュアル等を作成すること

で、業務の標準化を図り、業務の属人化防止に努めます。 

 

 (4) 年次有給休暇取得の促進 

   ① 年次有給休暇取得計画表を活用した年次有給休暇の取得促進 

     ・推進員、推進員補助者は、休暇を取得しやすい雰囲気作りに努め、率先し

て年次有給休暇等を取得します。 

     ・推進員、推進員補助者は、月初めの朝礼等で、所属職員の当月の休暇取得 

予定を確認し、取得の進捗管理を行います。 

・推進員、推進員補助者は、職員のリフレッシュを図るため、長期休暇等（年 

休を連続した日で取得する等）柔軟な取得方法を支援します。 

 

(5) 多様で柔軟な働き方の推進 

   ① 推進員、推進員補助者は、子育てにより働く時間に制約がある職員に対して、

より柔軟に勤務を行うことができるよう、時差出勤等についての制度周知やフ

レックスタイム制度導入の研究等を行います。 

 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に関する事項 

  (1) 女性消防吏員比率の向上のための取組み 

   ① 総務省消防庁が示す目標を踏まえた長期目標の設定 

     ・女性を含めた様々な経験を有する職員が住民サービスを提供することで、

多様な住民ニーズへの組織対応力の向上を目指します。 

     ・女性の活躍を推進することで、多角的な視点でものごとを捉える組織風土

等の醸成を図り、多様なニーズに対応できる柔軟性を備えた組織作りに努め

ます。 

 

【目標⑤】令和１３年度までの５年間における 

           採用者に占める女性の比率 １０．０％以上 

【目標⑥】令和１３年度当初の消防本部における 

               女性消防吏員の比率 ４．１％以上 
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   ② 女性の採用試験受験者数増加に向けた取組み 

     ・広報媒体を活用して、活躍する女性消防吏員、消防の仕事の魅力について

積極的にＰＲ活動を行います。 

     ・大学、高等学校等で開催される就職ガイダンスに積極的に参加し、女性の

採用試験受験者数増加に取組みます。 

・女性専用の業務説明会を実施し、消防職への関心を高め、受験者数の増加を

目指します。 

 

 (2) 職場環境の整備、改善 

   ① 職場環境の改善 

     ・女性消防吏員にも快適な職場環境となるよう、職場環境改善のための取組

みを推進します。 

 

 (3) 女性消防吏員の職域拡大 

   ① 女性消防吏員の職域拡大の促進 

     ・女性消防吏員のキャリア形成、職域拡大について検証していきます。 

・女性消防吏員に対して、ライフステージに応じた人事管理上の配慮をして

いきます。 

 

 

   ② 女性消防吏員の定着率の向上 

     ・女性の健康を支援できる職場環境を整備するために、女性特有の健康課題

に関する研修を実施します。 

            


